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○趣旨
子ども及びその保護者が、認定こども園・幼稚園・保育所での教育・保育や、一時預かり、放課後児童ク

ラブ等の地域子育て支援事業等の中から適切なものを選択し円滑に利用できるよう、身近な場所で支援を行
う。
都市部のみならず広く市町村での実施を念頭に制度化。

○事業法定化の経緯
本事業は、当初の政府案では地域子ども・子育て支援事業には位置づけられていなかったが、国会における審議

の過程でその重要性が共通認識となり、自公民の３党合意（※）において、子ども・子育て支援法に「市町村が利用者
支援を実施する事業を明記する」とされたことを受けて法定化された。
※『社会保障・税一体改革に関する確認書（平成24年６月15日）（子育て関連部分）』

新制度では多様な教育・保育や事業が用意され、待機児童の解消等のためにそれらを個々のニーズに応じて確実
に提供するべく、子どもや保護者がそれらの中から自分の家庭に一番ふさわしいメニューを、確実かつ円滑に利用で
きるようなコーディネーションが必要であると考えられたもの。
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利用者支援事業の趣旨・経緯等について

【参考】
○子ども・子育て支援法（抄）

（平成二十四年八月二十二日法律第六十五号）

第四章 地域子ども・子育て支援事業
第五十九条 市町村は、内閣府令で定めるところにより、第六十一条第一項に規定する市町村子ども・子育て支援事

業計画に従って、地域子ども・子育て支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。
一 子ども及びその保護者が、確実に子ども・子育て支援給付を受け、及び地域子ども・子育て支援事業その他の
子ども・子育て支援を円滑に利用できるよう、子ども及びその保護者の身近な場所において、地域の子ども・子
育て支援に関する各般の問題につき、子ども又は子どもの保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言
を行うとともに、関係機関との連絡調整その他の内閣府令で定める便宜の提供を総合的に行う事業



◎松戸市：子育てコーディネーター

・地域子育て支援拠点の中心スタッフを「子育てコーディネーター」として養成。

・現時点で市内１５か所に２２人を配置。

・子育ての悩み等の相談を受け付け、保育所・幼稚園等の子育て支援施設・事業の情報提供や専門の機関への紹介
を行う。

・訪れやすさを考慮し、親子にとって身近な地域の「拠点」で実施している。

・年間のべ約１８万人の親子が利用。

◎横浜市：保育コンシェルジュ

・市内１８の全区役所に職員（非常勤）を配置。

・コンシェルジュに保育士等の資格は求めていないが、配置時や配置後に業務に関する研修を受講。

・地域の保育資源等（保育所・幼稚園・認定こども園、横浜保育室、家庭的保育、一時預かり等）の情報を収集。

・保育等の利用の相談に応じ、個々のニーズや状況にマッチした施設等の情報を提供する。

・保育所に入所保留となった保護者のアフターフォローも行う。

※詳細については９ページ以降に掲載。
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自治体の先行事例について



利用者支援事業の事業形態について

○本事業の基本的な枠組みについては、以下の２つの形態で実施することとしてはどうか。

（１）独立した事業として行われている形態

〔実施場所〕
・主として行政窓口以外で、親子が継続的に利用できる施設

〔事業内容〕
・子育て家庭の「個別ニーズ」を把握し、教育・保育施設及び地域の子育て支援事業等（地域のイ

ンフォーマルな社会資源を含む）の利用に当たっての「情報集約・提供」「相談」「利用支援・
援助」（＝「総合的（包括的）な利用者支援」）

・子育て支援などの関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくりを行い、地域の子育て資源の
育成、地域課題の発見・共有、地域で必要な社会資源の開発等に取り組む（＝「地域連携」）

（２）行政の一環として行われる側面が強い形態

〔実施場所〕
・主として、行政窓口等

〔事業内容〕
・子育て家庭の「個別ニーズ」の把握、それに応える各種施設・事業の利用支援

→行政が地域連携の機能を果たすことを前提として（１）の部分的実施といった側面が強い。
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利用者支援事業の実施要綱案について

○利用者支援事業実施要綱（案）

１ 事業の目的
１人１人の子どもが健やかに成長することができる地域社会の実現に寄与するため、子ども及びその保護者等、または妊娠し

ている方がその選択に基づき、多様な教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、必要な支援を行うこ
とを目的とする。

２ 実施主体
実施主体は、市町村(特別区を含む。)とする。
なお、市町村が認めた者へ委託等を行うことができる。

３ 事業の内容
子ども・子育て支援法第５９条第１号に基づき、子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援

事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業（以下「利用者支援事
業」という。）。

４ 実施方法
（１）実施場所

子ども及びその保護者等、または妊娠している方が身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用
できることが必要なことから、日常的に利用でき、かつ相談機能を有する施設や市町村窓口などでの実施とする。

（２）職員の配置
利用者支援事業に従事する者は、医療・教育・保育施設や地域の子育て支援事業等に従事することができる資格を有して

いる者や、地方自治体が実施する研修もしくは認定を受けた者のほか、育児・保育に関する相談指導等について相当の知
識・経験を有する者であって、地域の子育て事情と社会資源に精通した者をもって充てるものとし、１事業所１名以上の専
任職員を配置するものとする。
なお、地域の実情により、事業に支障が生じない限りにおいて、専任職員以外にあっては、業務を補助する職員として配

置しても差し支えないものとする。

（次ページに続く）
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利用者支援事業の実施要綱案について（つづき）

（３）業務内容
以下の業務を実施するものとする。
① 利用者の個別ニーズを把握し、それに基づいて情報の集約・提供、相談、利用支援等を行うことにより、教育・保育施

設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう実施することとする。
② 教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を提供している関係機関との連絡・調整、連携、協働の体制づくりを行うと

ともに、地域の子育て資源の育成、地域課題の発見・共有、地域で必要な社会資源の開発等に努めること。
③ 本事業の実施に当たり、リーフレットその他の広告媒体を活用し、積極的な広報・啓発活動を実施し、広くサービス利

用者に周知を図るものとする。
④ その他事業を円滑にするための必要な諸業務を行うものとする。
なお、上記「①」から「④」の業務実施を基本としつつ、「①」についてその一部を実施し、「②」について必ずしも実施

しない類型も可とする。

（４）関係機関等との連携
実施主体（委託先を含む。以下同じ。）は、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を提供している機関のほか、地域

における児童相談所、保健所といった保健・医療・福祉の行政機関、児童委員、教育委員会、医療機関、学校、警察、特定
非営利活動法人等の関係機関・団体等に対しても本事業の周知等を積極的に図るとともに、連携を密にし、本事業が円滑か
つ効果的に行われるよう努めなければならない。

５ 留意事項
（１） 事業に従事する者は、子どもの「最善の利益」を実現させる観点から、子ども及びその保護者等、または妊娠している方

への対応に十分配慮するとともに、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。
さらに、このことにより、同じく守秘義務が課せられた地域子育て支援拠点や市町村の職員などと情報交換や共有し、連

携を図ること。

（２） 事業に従事する者は、４の（１）に定める実施場所の施設や市町村窓口などの担当者等と相互に協力し合うとともに、事
業の円滑な実施のために一体的な運営体制を構築すること。

（３） 実施主体は、事業に従事する者のための各種研修会、セミナー等への積極的な参加に努め、事業に従事する者の資質、技
能等の維持向上を図ること。

（４） 本事業の実施に当たり、児童虐待の疑いがあるケースが把握された場合には、福祉事務所若しくは児童相談所又は児童委
員、その他の関係機関と連携し、早期対応が図られるよう努めなければならない。

（次ページに続く） 5



利用者支援事業の実施要綱案について（つづき）

（５） 障害児等を養育する家庭からの相談等についても、福祉事務所、障害児施設等と連携し、適切な対応が図られるよう努め
るものとする。

（６） 教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の選択については、利用者の判断によるものとする。

（７） 市町村は、利用者支援事業を利用した者からの苦情等に関する相談窓口を設置するとともに、その連絡先についても周知
すること。

６ 費 用
市町村が実施する事業に対して、都道府県が補助する事業については、国は別に定めるところにより補助するものとする。
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利用者支援事業にかかる補助要件等のイメージについて

○実施要綱案を踏まえ、実施類型の区分及びその実施要件等については、おおよそ以下の方向としてはどうか。

◆実施要件
①基本型（＝（１）独立した事業として行われている形態）

ア．子育て家庭の「個別ニーズ」の把握 〔情報集約・相談〕
イ．「個別ニーズ」に応えるため、幅広く地域にある施設・事業の総合的な利用者支援

〔情報提供・利用支援〕
ウ．関係機関との連絡調整、連携、協働の体制づくりなど〔連絡調整・広報啓発〕

※加えて、地域住民の多世代間交流の促進、地域のボランティアやサークルの育成・協働、訪問支援等を実施する
ことも可。

②特定型（＝（２）行政の一環として行われる側面が強い形態）

①のうち、
ア．保育所などの特定施設・事業に関する子育て家庭の「個別ニーズ」の把握 〔情報集約・相談〕
イ．「個別ニーズ」に応える保育所などの特定の施設・事業の利用者支援 〔情報提供・利用支援〕

注） 以上は国庫補助要件の案を提示したものであり、適宜事業実施に当たってア、イの他にも必要な
取り組みを行うことを妨げるものではない。
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地域子育て支援拠点事業の地域機能強化型と利用者支援事業の整理について

平成２５年度 平成２６年度（案）

・親子の交流の場の提供
・子育てに関する相談・援助
・地域の子育て関連情報の提供
・子育て支援に関する講習等

地域支援（注１）

・親子の交流の場の提供
・子育てに関する相談・援助
・地域の子育て関連情報の提供
・子育て支援に関する講習等

改 地域子育て支援拠点事業

利用者支援機能

※利用者支援事業について
●自治体によって、子育て支援事業等の必要情報が異な
ることから、補助交付額に違いを持たせることとする。
《例》
☆基本型《施設・事業の総合的な利用者支援》
☆特定型《特定の施設・事業の利用者支援》

●基本型については、常勤職員の人件費を支援

（地域機能強化型においては非常勤職員分を支援）

【※新規】 利用者支援事業

地域支援機能

地域子育て支援拠点事業

地
域
機
能
強
化
型

総合的な利用者支援の実施

・「個別ニーズ」の把握〔情報集約・相談〕

・地域にある施設・事業の総合的な利用者支援
〔情報提供・利用支援〕

・関係機関との連絡調整、連携、協働の体制づ
くり〔連絡調整・広報啓発〕

など

※実施場所は、自治体の判断で決定。

再編

※実施場所は、地域子育て支援拠点施事業を実施している施設。

※実施場所は、地域子育て支援拠点施事業を実施している施設。

一般型

8（注１）地域子育て支援拠点で利用者支援事業を実施する場合には、相当する
事業費が含まれていることから「地域支援」は加算しない。



松戸市 子育てコーディネーター①

• 乳幼児をもつ保護者への支援

担当保育士が電話・メール・来所相談を受付

地域子育て支援拠点事業
・おやこDE広場（市内15ヶ所）
（子育て支援交付金・地域子育て支援拠点事業ひろば型）

公共施設のスペース等を利用した広場。0～3歳児向け
公営2ヶ所、NPO委託12ヶ所（7団体）、学校法人委託1ヶ所

・地域子育て支援センター（市内4ヶ所）
（子育て支援交付金・地域子育て支援拠点事業センター型）

民間保育園4園にて実施。就学前児童まで曜日と時間を分けて広場を開放
担当保育士が電話・メール・来所相談を受付

赤ちゃん教室
市の保健師を施設に派遣し

相談・講座を実施

松戸市子育てコーディネーター
施設のスタッフを、子育てコーディネーターとして養成し、保育
所・幼稚園をはじめとした子育てに関する支援サービスの紹介

や相談の受付を行う

子育て支援スタッフ養成講座
（23年度子育て支援交付金・次世代育成支援人材養成事業）

松戸市子育て人材バンク
子育て支援関連の施設への就労を希望する市民に
対し、委託した市内の私立大学で講座を行い、人材
バンクに登録。各団体は名簿から必要に応じて職

員として採用。

高校生と赤ちゃんの
ふれあい体験

市内の高校の生徒と乳幼児およ
び保護者のふれあいをサポートす
るため、施設の運営団体のスタッフ

が参加

人
材
の
派
遣

人
材
の
登
用

おやこDE広場ネットワーク会議

子育て支援センター連絡会

各団体間で
連携し質を
向上
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市内の子育て支援施設・施策・サービス
地域子育て支援拠点

• 松戸市子育てコーディネーター認定事業
市が「子育てコーディネーター」として認定した地域子育て支援拠点で働くスタッフ

が、利用者に地域における多様な子育て支援サービスの紹介を行ったり、子育てに
関する相談を受け専門の施設へ繋ぐ役割を担う

松戸市 子育てコーディネーター②

保育所

幼稚園

母子保健事業
（予防接種等）

利用者
こども発達
センター

地域の保健師

家庭児童相談

紹介･相談

子育て
コーディネーター
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・横浜市の非常勤嘱託員である保育コンシェルジュは、保育サービスに関する専門相談員。
（保育士等の資格は特に求めていない）

・保育を希望する保護者の相談に応じ、認可保育所のほか、横浜保育室や一時預かり事業、幼稚園預かり保育
などの保育資源・保育サービスについて情報提供を行う。
・保護者ニーズと保育サービスを適切に結びつけることを目的とし、各区のこども家庭支援課に配置されている。

※ 配置状況：平成２５年４月現在１８区２１名体制

・配置時に３日間研修を実施。各区の個別的な内容については随時研修を実施。

保育コンシェルジュとは？

参考）横浜市の保育資源と保育サービス

保育資源
認可保育所、認可外保育施設（横浜保育室、一般認可外保育施設、
事業所内保育施設、ベビーホテル）、
家庭的保育福祉員、NPO等を活用した家庭的保育、
幼稚園、認定こども園等

保育サービス

一時保育、私立幼稚園預かり保育、
乳幼児一時預かり、
横浜子育てサポートシステム等

横浜市の保育コンシェルジュ事業について

１ 保育サービスの利用に関する相談業務
区窓口、電話、地域子育て支援拠点等の出張先において、保育を希望する保護者の相談に応じ、個別のニーズや状況を把握し、

適切な保育資源、保育サービスの情報提供を行う。

２ 入所保留児のアフターフォロー業務
保育所入所保留となった保護者に対し、保育状況や意向確認等を行い、ニーズにマッチした認可保育所以外の保育資源、

保育サービスの情報提供や紹介を行う。

３ 保育資源・保育サービスの情報収集業務
区内を中心とした保育資源や保育サービスの提供施設等と連携を図るため、入所状況、サービス利用状況等の情報を収集する。

さらに、収集した情報をデータ整理し、相談・案内時に情報提供できるツールとしてまとめる。

４ その他保育サービスの提供に関すること

具体的な業務
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利用者支援事業Ｑ＆Ａ

Ｑ１ 利用者支援事業の創設に伴い、地域子育て支援拠点事業の「地域機能強化型」は廃止されたのでしょ
うか。

Ａ１ 地域子育て支援拠点事業の「地域機能強化型」の機能は、実施内容等を拡充して、利用者支援事業に
発展的に移行することとしました。
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Ｑ２ 地域子育て支援拠点事業の「地域機能強化型」で「利用者支援」を実施していた施設に対して、引き続
き同様の取り組みを実施するために財政的な支援をするにはどのような予算スキームで行えばよろしいの
でしょうか。

Ａ２ 利用者支援事業として、地域子育て支援拠点事業とは別に財政支援を行っていただきたい。このため、

「地域機能強化型」で「利用者支援」の取り組みを実施していた施設に対しては、その取り組みが必ず継続
されるようご配慮願います。

なお、事業の運営にあたっては、両事業の担当者等と相互に協力しあうとともに、事業の円滑な実施の
ために一体的な体制を構築していただきたいと考えております。

Ｑ３ 地域子育て支援拠点事業「地域機能強化型」の「地域支援」機能は利用者支援事業に引き継がれるの
でしょうか。

Ａ３ 「地域機能強化型」の「地域支援」として、多世代間交流の促進、地域のボランティアやサークルの
育成・協働、訪問支援等の地域の子育て支援機能を促進する活動を行ってきたところです。

利用者支援事業においては、この「地域支援」の機能に子育て支援などの関係機関との連絡調整、連

携・協働の体制づくりや地域の子育て資源の育成・開発等の役割を付加した「地域連携」として、拡充させ
ました。

従来、「地域機能強化型」において、「地域支援」のみを実施していた地域子育て支援拠点も、可能な限
り「利用者支援」の取り組みを併せて実施し、利用者支援事業として実施していただきたい。

なお、「利用者支援事業」を実施しない施設においても引き続き同様の取り組みが実施できるようしたい
と考えております。


